








様式第８号（第７条関係）

新座市長　宛て

新座市

④

※　教育・保育給付認定（変更）通知書と併せて、支給認定証の交付を希望される場合は裏面参照の上、「支給認定

　証交付・再交付申請書」を提出してください。　

《市使用欄》
添付書類　□有　□無　（不要確認・提出済・後日提出予定）

教育・保育給付認定変更申請書兼届出書
令和　　　年　　　月　　　日

保護者
（申請者）

住　所

氏　名

電話番号
（　　　　　）

 変更申請します。
 届け出ます。

（フ　リ　ガ　ナ）
氏　　　　　名

以下の変更申請（届出）に必要な市民税の情報及び世帯情報を閲覧するとともに、利用施設等への提供に同意します。

変更申請・届出の内容 必要書類

令和　　　年　　　月　　　日付けをもって退所（園）します。

※　継続入所を（希望する・しない）
変更日（転居・転出届出日）　令和　　　年　　　月　　　日

新住所

旧住所

変更日　令和　　　年　　　月　　　日

変更理由[婚姻　離婚　同居　出生　死亡　その他（　　　　）]

変更のあった世帯員の氏名・生年月日

氏名　　　　　　　（　　　　年　　　月　　　日）の増・減

氏名　　　　　　　（　　　　年　　　月　　　日）の増・減
就労状況変更

（求職から就労
の場合を含む）

離職日　令和　　　年　　　月　　　日

出産予定日　令和　　　年　　　月　　　日/保育必要量　□標準時間　□短時間

※保育必要量を変更する場合にはいつから変更を希望するかご記入ください。

（産前産後休業取得の場合を含む） 保育必要量変更希望日　令和　　　年　　　月　　　日

育児休業取得期間　 令和　　　　年　　　月　　　　日から
※育休中は「保育短時間認定」です。 令和　　　　年　　　月　　　　日まで

添付書類　  □有   　□無

就・出・疾・育・介・求・学・その他 就・出・疾・育・介・求・学・その他

標準時間　・　短時間 標準時間　・　短時間

認定期間 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

変更無　 就・出・疾・育・介・求・学・その他　標準時間・短時間

次のとおり、施設型給付費・地域型保育給付費に係る支給認定について

申請に係る児童１

生 年 月 日 在園（利用希望）施設名

平成・令和
　　　年　　月　　日生

申請に係る児童２
平成・令和
　　　年　　月　　日生

申請に係る児童３
平成・令和
　　　年　　月　　日生

① 退所（園）

② 住所変更

③ 世帯員変更

父・母 変更適用日　令和　　　年　　　月　　　日 /保育必要量　□標準時間　□短時間
・就労証明書
（不規則勤務者の場合は直近
３か月のシフト表添付）

⑤ 離　職 父・母
・就労誓約書
（保育課窓口のみ対応）※　離職した月の翌月１日から２か月と１０日までに新たな就労証明書の提出がない場合、３か月で退園となります。

　　なお、離職日が1日の場合、離職月1日から２か月と１０日となります。

⑥ 出産予定
・母子手帳の写し
（表紙・分娩予定日の記載の
あるページの写し(新座市の
場合P4)）

⑦ 育児休業取得 父・母
・育児休暇等取得証明書
（出産後に提出）

⑧ 産休・育休からの復職 父・母 復職日　令和　　　年　　　月　　　日/保育必要量　□標準時間　□短時間
・復職証明書
（復職後２週間以内に提出）

⑨ その他 父・母 ・その他必要な書類

保育施設
受取確認欄

令和　　　年　　　月　　　日収受 
担当者名

無の場合→不要確認・提出済・後日提出予定

変
更
前

変
更
後

市
収
受
印

令和 　年　 月　 日



提出日 子どものための教育・保育給付認定変更申請書兼届出書記入方法 必要書類

退所するとき 事前

住所を変更（市内）するとき 変更後２週間以内

「③世帯員変更」の変更日・変更理由を記入

変更のあった世帯員の氏名・生年月日を記入し、『減』を○で囲む

「③世帯員変更」の変更日・変更理由を記入

新たな配偶者の氏名・生年月日を記入し、『増』を○で囲む

「③世帯員変更」の変更日・変更理由を記入

変更のあった氏名・生年月日を記入し、『増・減』を○で囲む

離職したとき 退職日まで 「⑤離職」の離職日を記入 就労誓約書(窓口のみ対応)

育児休業を取得するとき
(就業規則上に規定がある場合)

出産月から２か月
を経過するまで 「⑦育児休業取得」の育児休業取得期間を記入 育児休暇等取得証明書

「⑤離職」の離職日を記入
※原則、退職日から出産日が２か月程度の方が対象

「⑨その他」に出産日及び出産により離職した旨を記入

その他保育実施要件等の変更 事前

「⑨その他」に新たな保育を必要とする理由及び保育
必要量を記入
〈例〉父 就労→疾病　保育短時間　○月□日から
　　　母 就労→介護　保育標準時間　△月×日から
　　　子 氏名変更　新しい氏名：▲▲ 旧姓：●●　

必要に応じて診断書、介護手帳の写しなど
※疾病・障がい要件の保育必要量は、原則、保育短時間となりま
す。保育標準時間をご希望の方は、保育課までご相談ください。

支給認定証の再交付
教育・保育給付認定変更通知書の再交付 随時 提出不要

支給認定証交付・再交付申請書、支給認定証
通知書の場合は、窓口又は電話にて承ります。

　　　　     《お問合せ》
　　　　　　　新座市こども未来部保育課
　　　　　　　TEL　048-477-2779（直通）

「①退所」の日付を記入
※遡って退所することはできません。

「②住所変更」の変更日及び新旧住所を記入

「②住所変更」の変更日及び新旧住所を記入

保育園を継続利用する場合は「①退所」に転出月の月末の日付を記入、しない場合は退園日を記入

「①退所」の保育園の継続入所について○で囲む

※誓約書の提出（網掛け部分）を伴う届出については、保育課窓口のみの対応となります。

※認定変更は、本書の提出日（収受日）によって変更の適用日が決定します。提出日よりも前に適用日を遡ることははできないため、必要書類
の作成に時間を要する場合は、先行して本書を提出してください。提出先は、登園先の保育施設又は保育課となります。

※教育・保育給付認定の変更について、原則は事実の発生した日からの変更となりますが、出産及び育児休業については以下のとおりとなりま
す。

⑴妊娠・出産への認定変更については、出産予定日の前後２か月の計５か月が認定期間となりますが、保育必要量が変わる場合にはいつから保
育必要量を変更するか『保育必要量変更希望日』をご記入ください。

⑵育児休業への認定変更につきましては、事実の発生日の翌月１日から育休短時間認定となりますが、事実の発生日から変更することも可能で
す。現在、妊娠・出産の標準時間認定の方につきましては、利用保育施設に育休・短時間認定への変更日についてご確認の上、いつから変更す
るか「⑩その他」にご記入をお願いします。

⑶事実の発生日の翌日以降に子どものための教育・保育給付支給認定変更認定申請書兼届出書が提出された場合、この限りではありません。あ
らかじめ書類のご提出をお願いします。

※保育課へ直接提出された書類は、個人情報保護の観点から、保育施設へ提供はしていません。登園されている保育施設にて就労状況等を管
理・把握している場合は、直接保育施設に提出していただくか、又は、必要な書類をあらかじめコピーして保育施設に提出していただくようお
願い申し上げます。

※就労証明書及び保護者の診断書等の添付書類については、一部書類（被介護・看護者の診断書）を除き新座市指定の様式で提出が必要となり
ます。市指定の様式以外で提出された際には再提出をお願いさせていただきます。ご不明な点がございましたら、新座市保育課までお問合せく
ださい。

※施設等利用給付認定の変更には、「施設等利用給付認定変更届」での届出が必要です。ただし、必要事項が確認できる場合は、本書での届出
を有効なものとします。

家庭状況や就労状況等に変更が生じた場合、本書及び必要書類の提出がその都度必要となります。以下の方法に従って手続を行ってください。
書類の提出先は、登園先の保育施設又は保育課となります。なお、お急ぎの方は保育課へお願いします（郵送可）。

住所を変更（市外）するとき 変更日まで

離婚したとき 当月中
第一保護者や氏名変更が生じる場合には場合により口座振
替依頼書

婚姻したとき 当月中
配偶者の保育を必要とする書類（就労証明書等）、
税書類

その他世帯構成員の変更 当月中 必要に応じて新たな世帯構成員の税書類

就職・勤務先を変更するとき
求職活動から就労先が決定した
場合、勤務時間・勤務日数の変
更が生じる場合

変更後２週間
以内
（保育必要量に変
更がある場合、届
出書は事前）

「④就労状況変更」の変更適用日を記入し、保
育必要量にチェックする
※異動により勤務地のみ変更となる場合には、新たな勤務地を「⑩その
他」に記入し、就労証明書の添付は不要となります。

就労証明書
（不規則勤務者の場合は直近３か月のシフト表を添付）

出産するとき
（産前産後休業取得の場合も含む）

事前

「⑥出産予定」の出産予定日を記入し、保育必
要量をチェックする
保育必要量に変更が生じる場合には『保育必要
量変更希望日』を記入

母子手帳の表紙及び分娩予定日記載のあるページ
（新座市の場合P4）の写し

出産後、８か月以内に就労
(出産が理由で会社の事情等によ
り離職し、出産後８か月経過ま
でに就労の意思がある場合)

出産月から
２か月を
経過するまで

出産後就労誓約書（窓口のみ対応）
※出産要件後、出産日から８か月を経過後の末日ま
では求職中の扱い

産休・育休から復職するとき

復職月前月末まで
に届出書を提出
し、復帰後２週間
以内に復職証明書
を提出

「⑧産休・育休からの復職」に復職日を記入
し、保育必要量チェックする

復職証明書



宛

証明日 年 月 日

― ―

― ―

下記の内容について、事実であることを証明いたします。

※本証明書の内容について、就労先事業者等に無断で作成し又は改変を行ったときには、刑法上の罪に問われる場合があります。

No.

□ 農業・林業 □ 漁業 □ 鉱業・採石業・砂利採取業 □ 建設業 □ 製造業 □ 電気・ガス・熱供給・水道業

□ 情報通信業 □ 運輸業・郵便業 □ 卸売業・小売業 □ 金融業・保険業 □ 不動産業・物品賃貸業

□ 学術研究・専門・技術サービス □ 宿泊業・飲食サービス業 □ 生活関連サービス業・娯楽業 □ 医療・福祉

□ 教育・学習支援業 □ 複合サービス事業 □ 公務 □ その他（ ）

年 月 日

3 □ 無期 □ 有期 年 月 日 ～ 年 月 日

□ 正社員 □ パート・アルバイト □ 派遣社員 □ 契約社員 □ 会計年度任用職員 □ 非常勤・臨時職員 □ 役員

□ 自営業主 □ 自営業専従者 □ 家族従業者 □ 内職 □ 業務委託 □ その他( )

月 火 水 木 金 土 日

□ □ □ □ □ □ □

日 日

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 分）

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 分）

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 分）

□ 月間 □ 週間 分 （うち休憩時間 分）

□ 月間 □ 週間

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 分）

年 月 年 月 年 月

□ 取得予定 □ 取得中

年 月 日 年 月 日

□ 取得予定 □ 取得中 □ 取得済み

年 月 日 ～ 年 月 日

□ 取得予定 □ 取得中 □ 取得済み □ 介護休業 □ 病休 □ その他（ ）

年 月 日 ～ 年 月 日

11 □ 復職予定 □ 復職済み 年 月 日

□ 取得予定 □ 取得中 年 月 日 ～ 年 月 日

時 分 ～ 時 分 （うち休憩時間 分）

13 □ 有 □ 有（予定） □ 無

14 □ 有 □ 有（予定） □ 無 □ 未定

15 □ 可 □ 可（予定） □ 否

16 □ 可 □ 可（予定） □ 否

17 年 月 日 年 月 日

18

年 月 日

年 月 日

年 月 日

就労証明書
新座市長

西暦

事業所名

電話番号

担当者名

代表者名

所在地

項目 記載欄

1 業種

記載者連絡先

雇用(予定)期間等 期間
 （無期の場合は雇用開始日のみ）

4 本人就労先事業所
名称

住所

2
フリガナ

本人氏名 生年
月日

（うち休憩時間 分）

5 雇用の形態

6

就労時間
(固定就労の場合)

祝日 合計
時間

月間
□

一月当たりの就労日数 月間 一週当たりの就労日数 週間

時間 分

平日

就労時間
(変則就労の場合)

合計時間 時間

日祝

土曜

就労日数 日

主な就労時間帯
・シフト時間帯

年月

日／月 時間／月

年月 年月

時間／月日／月 時間／月 日／月
7

就労実績
※日数に有給休暇を含み、

時間数に休憩・残業時間を含む

10
産休・育休以外の休業の

取得

理由

期間

9 育児休業の取得
※取得予定を含む 期間

8 産前･産後休業の取得
※取得予定を含む 期間 ～

復職（予定）年月日

12
育児のための短時間
勤務制度利用有無

※取得予定を含む

期間

保育士等としての勤務実
態の有無

（雇用契約の）満了後の
更新の有無

主な就労時間帯
・シフト時間帯

入所内定時育休短縮可否

単身赴任期間（予定含む） ～

□

生年月日

生年月日

備考欄

児童名

育休延長可否

生年月日

児童名

児童名
利用中 □ 申込中（第一希望）

19 保護者記載欄

利用中□ □ 申込中（第一希望）

□ 利用中 □

施設名

施設名

施設名

申込中（第一希望）



【作成上の留意事項】
　・就労証明書様式及び記載要領は、下記の新座市ホームページに掲載しています。

　・消せるボールペン、修正ペン、修正テープは使用しないでください。記入内容の訂正は二重線を引き、余白にご記入ください。

　・記載内容に疑義が生じた場合、電話等による照会を行う場合があります。

【No.14～No.17の項目について】
　・No.14の「（雇用契約の）満了後の更新の有無」については、雇用期間が有期の場合にご記入ください。

　・No.15の「入所内定時育休短縮可否」及びNo.16の「育休延長可否」については、育児休業中（取得予定含む）の場合にご記入ください。

　・No.17の「単身赴任期間（予定含む）」については、単身赴任中（予定含む）の場合にご記入ください。

【その他留意事項】
　・自営業（自営協力含む）や個人事業主の方は、この証明書を自書し、「就労状況申告書」及び「自営の証明となるもの（直近の確定申告書

　  の写し等）」を添付してください。法人格を取得している場合は、就労証明書のみご提出ください。 

　・兄弟姉妹で使用される場合には、人数分のご用意をお願いします（一部原本、その他写し可）。

　・証明書は３か月以内に証明されたものが有効です。

　・証明日が就労開始日より前の場合、就労内定証明書となり、就労開始後の就労証明書の提出が必要となります。

【新座市ホームページ】

  新座市ホームページ「保育施設の利用に関する就労証明書について」

   https://www.city.niiza.lg.jp/soshiki/93/hoikusyuurousyoumei.html

新座市役所保育課入所係　　　TEL　０４８－４７７－２７７９（直通）


